
原議保存期間 30年 （ 令和 33年３ 月 31日ま で ）

有 効 期 間 一種

警 視 庁 交 通 部 長 警察庁丁規発第１ ２ ４ 号、 丁交指発第１ １ ２ 号
殿

各 道 府 県 警 察 本 部 長 令 和 ２ 年 1 1 月 1 3 日

（ 参考送付先） 警察庁交通局交通規制課長

警 察 大 学 校 交 通 教 養 部 長 警察庁交通局交通指導課長

各管区警察局広域調整担当部長

道路交通法の一部を 改正する 法律等の施行に伴う 交通規制関係事務等の

運用について （ 通達）

道路交通法の一部を 改正する 法律（ 令和２ 年法律第42号。 以下「 改正法」 と

いう 。）、 道路交通法施行規則等の一部を 改正する 内閣府令（ 令和２ 年内閣府令

第70号。 以下「 改正府令」 と いう 。） 等の施行に当たり 、 改正法等の趣旨、 内容

及び留意事項については、「 道路交通法の一部を 改正する 法律の施行に伴う 交通

警察の運営について 」（ 令和２ 年11月13日付け警察庁丙交企発第91号、丙交指発

第14号、 丙規発第23号。 以下「 局長通達」 と いう 。） を も っ て通達さ れたと こ ろ

である が、改正法によ る 改正後の道路交通法（ 昭和35年法律第105号。以下「 法」

と いう 。）第44条第２ 項第２ 号に係る 交通規制関係事務等の運用上留意すべき 事

項は下記のと おり である ので、 事務処理上遺憾のないよ う にさ れたい。

記

１ 地域における 関係者の合意

法第44条第２ 項第２ 号の規定によ り 、 一般旅客自動車運送事業の用に供す

る 自動車（ 一般乗合旅客自動車運送事業の用に供する 自動車にあっ ては道路

運送法（ 昭和26年法律第183号） 第５ 条第１ 項第３ 号に規定する 路線定期運行

の用に供する も のを 除く 。） 又は自家用有償旅客運送の用に供する 自動車（ 以

下「 一般旅客自動車運送事業用自動車等」 と いう 。） が、 乗合自動車の停留所

又はト ロ リ ーバス若し く は路面電車の停留場（ 以下「 停留所等」 と いう 。） に

おいて 、 乗客の乗降等のため駐停車する こ と ができ る のは、 地域住民の生活

に必要な旅客輸送を 確保する ために有用であり 、 かつ、 道路又は交通の状況

によ り 支障がないこ と について、 改正府令によ る 改正後の道路交通法施行規

則（ 昭和35年総理府令第60号。 以下「 府令」 と いう 。） 第６ 条の３ の２ で定め

る と こ ろ によ り 、 当該駐停車に関係のある 者と し て府令第６ 条の３ の３ で定

める 者（ 以下「 関係者」 と いう 。） が合意し 、 その旨を 公安委員会が公示し た

も のを する 場合に限ら れる こ と と さ れた。

資料３参考資料２



前記を 踏ま え 、 地域の実情に応じ て関係者の合意形成が適切になさ れる よ

う 、 以下の点に留意する こ と 。

( 1) 合意の方法（ 府令第６ 条の３ の２ 関係）

府令第６ 条の３ の２ 第１ 項の規定によ り 、 法第44条第２ 項第２ 号に規定

する 合意は、 一般旅客自動車運送事業用自動車等が駐停車を する 一又は二

以上の停留所等ご と に、 書面によ り 、 駐停車を する 一般旅客自動車運送事

業用自動車等の範囲を 明ら かにし てする こ と と さ れたと こ ろ 、 合意に当た

っ ては、 合意に係る 停留所等を 特定し 、 停留所等ご と にその名称を 明ら か

にし て行う こ と 。

ま た、 駐停車を する 一般旅客自動車運送事業用自動車等の範囲と し て 、

道路運送法上の事業又は運送の種類ご と や、 事業者等ごと 、 事業者等が実

施する 事業ご と 、 法第３ 条に規定する 自動車の種類ご と 又は車両ご と に合

意さ れる こ と も 排除さ れな いこ と から 、 交通の安全と 円滑を 図る ため、 適

切な範囲で合意する こ と 。

府令第６ 条の３ の２ 第２ 項に規定する 「 当該一般旅客自動車運送事業用

自動車等によ る 当該停留所又は停留場における 停車又は駐車が道路又は交

通の状況によ り 支障がないも のと なる よ う にする ため必要と 認める 事項」

と し ては、 一般旅客自動車運送事業用自動車等が駐停車を する 日時の制限

等が想定さ れる 。

なお、 別添のと おり 、 法第44条第２ 項第２ 号に基づく 一般旅客自動車運

送事業用自動車等の停留所等における 駐停車についての合意に係る 書面の

様式例を 示すが、 法第44条第２ 項第２ 号及び府令第６ 条の３ の２ の規定を

満たし 、 かつ関係者が合意し ている 旨が明ら かである 書面であれば当該様

式例以外の様式を 使用し て も 差し 支えない。

( 2) 関係者の範囲について （ 府令第６ 条の３ の３ 関係）

関係者は府令第６ 条の３ の３ 各号に掲げる 者である が、 同条第５ 号に規

定する 「 停車又は駐車に関係のある も のと し て公安委員会が認める 者」 を

加える こ と ができ る こ と と さ れている が、 こ れは、 一般旅客自動車運送事

業用自動車等の停留所等における 駐停車の影響を 受ける 者等も 含め、 地域

の実情に応じ て 、 当該駐停車の必要性や安全性について、 十分な合意形成

を 図る 必要がある ためである 。

具体的には、 局長通達２ ( 3) で示し た道路管理者のほか、 必要に応じ て 、

住民の代表や停留所等における 駐停車を 希望する 事業者等を 加える など 配

慮する こ と 。

( 3) 合意形成の方法



法第44条第２ 項第２ 号に規定する 駐停車は、 停留所等における 駐停車を

希望する 事業者等から の申請等を 必要と する も のではないが、基本的には、

事業者等から 提案又は相談がなさ れる こ と が想定さ れる 。

事業者等から 提案又は相談がなさ れた場合は、 道路運送法施行規則（ 昭

和26年運輸省令第75号） 第９ 条の２ に規定する 地域公共交通会議、 同規則

第51条の７ に規定する 運営協議会又は地域公共交通の活性化及び再生に関

する 法律（ 平成19年法律第59号） 第６ 条に規定する 協議会（ 以下「 協議会

等」 と いう 。） が設置さ れている 場合は、 協議会等の活用を 検討する こ と 。

ま た、 こ れら の協議会等が設置さ れていない場合であっ ても 、 関係者が

一堂に会する 場を 設ける な ど 、 関係者の円滑な合意形成に努める こ と 。

なお、合意し た内容に係る 書面の作成主体について特段の制約はないが、

都道府県公安委員会が一般旅客自動車運送事業用自動車等の停留所等にお

ける 駐停車について合意し た旨の公示を 行う 必要がある から 、 当該書面は

都道府県公安委員会が受領し 、 保管する こ と 。

( 4) 公示の方法

法第44条第２ 項第２ 号に規定する 公示は、 対象と なる 停留所等の付近の

地域住民、 停留所等の利用者等に対し て 、 十分に周知する 観点から 、 ホー

ムページへの掲載、 都道府県公安委員会の掲示板への掲示等の適切な方法

によ り 行う こ と 。

２ その他運用に当たっ ての留意点

( 1) 公示以外の方法によ る 周知・ 徹底

改正法によ り 、 自家用有償旅客運送自動車も 停留所等に駐停車する こ と

ができ る こ と と なる が、 こ れによ り 、 他の車両の駐停車違反を 誘発し 、 停

留所等に乗客の乗降のために駐停車する 乗合自動車等の定時性が損なわれ

る ほか、 停留所等への進入待ち によ る 渋滞の発生につながる こ と が懸念さ

れる 。

前記を 踏ま え 、 停留所等を 管理する 事業者の協力を 得た上で 、 合意の内

容を 停留所等に掲示する な ど 、 公示以外の適切な方法によ り 、 一般旅客自

動車運送事業用自動車等が駐停車を する 停留所等である こ と 、 当該停留所

等に駐停車を する 一般旅客自動車運送事業用自動車等の範囲等の合意の内

容の周知を 検討する こ と 。

ま た、 駐車違反取締り に従事する 警察官及び交通巡視員並びに駐車監視

員に対し 、 当該合意の内容について周知を 図る こ と 。

( 2) こ れま での取組と の整合性等

合意に当たっ ては、「 バス 停留所の安全確保に向けた対策への交通警察の



対応について（ 通達）」（ 令和元年12月13日付け警察庁丁規発第126号） を 受

けて抽出さ れている 対策が必要なバス停と 法第44条第２ 項第２ 号の対象と

なる 停留所の重複を 避ける など 、 既存の施策と の整合性を 十分に確保する

こ と 。
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（ 様式例）

令 和 〇 年 〇 月 〇 日

〇〇株式会社代表取締役 〇 〇 〇 〇

〇〇県公安委員会委員長 〇 〇 〇 〇

〇〇市長 〇 〇 〇 〇

〇〇運輸局長 〇 〇 〇 〇

〇〇市内の乗合自動車の停留所又はト ロ リ ーバス 若し く は路面電車の停

留場における 一般旅客自動車運送事業用自動車等の停車又は駐車に関す

る 合意書

道路交通法（ 昭和35年法律第105号） 第44条第２ 項第２ 号の規定に基づき 、

〇〇市内の乗合自動車の停留所又はト ロ リ ーバス 若し く は路面電車の停留場に

おける 一般旅客自動車運送事業用自動車等の停車又は駐車に関し て 下記のと お

り 合意する 。

記

１ 一般旅客自動車運送事業用自動車等が停車又は駐車を する 乗合自動車の停

留所又はト ロ リ ーバス若し く は路面電車の停留場の名称

２ １ に停車又は駐車を する 一般旅客自動車運送事業用自動車等の範囲

３ １ における ２ の停車又は駐車が道路又は交通の状況によ り 支障がな いも の

と な る よ う にする ため必要と 認める 事項


